
























































































きに限る（信託法23条 ３ 項・11条 １ 項但書）。













































































































受理 ２ 件のうち認容 １ 件，平成28年度は，新規受理 ３ 件のうち認容 ０ 件，平成26年度は，










































































































㉖　最判昭和36年 ３ 月 ６ 日民集18巻 ３ 号437頁。
㉗　このことは，遺言執行者がある場合にも同様である（民法1013条 ３ 項）。
㉘　限定承認者の責任（民法634条 １ 項後段），第一種財産分離における相続人の責任（民





































































































































































































㊶　例えば，ドイツの破産手続外債権者取消法（Gesetz über die Anfechtung von 










































424条の ３ 第 １ 項）。
㊻　潮見・前掲注⑶757頁。
㊼　詐害行為後に債務者の資力が回復したことは，受益者（ないし転得者）の抗弁である





































































































































































用」信託フォーラム Vol. １ ，48頁は，遺言信託については，遺言の効力発生とともに，
指定された信託受託候補の引受けを確定させる必要があり，細部の取決めや信託財産の
引渡しも必要になるため，遺言執行者が必要となると指摘する。遺言信託を原因とする















































































研究会（第 ９ 期）における研究成果の一部であり，2016年 ５ 月頃に発行予定
の同財団研究叢書『資産の管理・運用・承継と信託』にも掲載される予定で
ある。
